
























































































き ｢正当な理由 (国税通則法65条 4項)｣が認められるか否か (争点3)
である｡


























































































































































































① 本件母体 2行が JHL社に対する債権を全額放棄 したとしても,一般
行及び系統の債権を全額返済することは不可能であったことも明白であ
る｡すなわち,平成 8年 3月21日の JHL社の処理スキームにおいて,
正常資産及び不良資産のうち回収が見込まれるものの合計額は1兆2103




にも,本件母体行 2行が JHL社に対する債権を全額放棄 したとしても,
一般行及び系統の債権の全額を返済することは不可能であったというこ
とである｡




③ 原告が JHL社に対する債権を放棄 しないことは,社会全体を敵に回














































































































































































正 常 先 :貸出条件 ･履行状況が正常な債務者,業況が順調な債務者｡













3) ｢要注意先｣とは,前掲 (注 1)参照｡
4) ｢破綻懸念先｣とは,前掲 (注 1)参照｡
5) ｢実質破綻先｣とは,前掲 (注 1)参照｡





























13) 内閣法制局法令用語研究会編 F法律用語辞典』(有斐閣,平成 9年 1月)
645頁参照｡｢工場の施設のように,全体が有機的に結合しているものや,倉






























を還付 (payback)したことにつ き, 日経新聞平成10年 9月 9日付夕刊参
照)｡｣
21) 金子宏 F租税法 (第 5版)j(弘文堂,平成 7年 3月)61頁～72頁参照｡シ
ャウプ勧告 とい うのは,昭和24年の ｢シャウプ使節団 日本税制報告書｣
(ReportonJapaneseTaxationbytheShoupMission,Vol.1-4)の通称である｡
昭和24年に,経済安定 9原則を実現するため, ドッジラインに基づ く超均衡
予算が編成され,それによってインフレーションは急速に収束に向かったが.
それに引き続 き,かねての懸案であったわが国の税制の全面的な再検討 と改
革のため,占領軍総司令部の招きで,昭和24年 5月10日,アメリカから,コ
ロンビア大学教授のカール ･シャウプ博士を団長とするシャウプ使節団が来
日し,約3か月間半に亘ってわが国の税制について調査 ･検討を行ったのち,
同年 9月15日膨大な報告書を発表 した｡これが,いわゆるシャウプ勧告であ
る｡勧告内容は,国と地方を通ずるわが国の税制全体の長期的なあり方を勧
告 している｡その基本方針は,①公平な租税制度の確立,②租税行政の改善,
③地方財政の強化,の三点に要約することができる｡
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